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要旨：プレストレストコンクリート構造への適用を考慮して自己収縮を低減した 150N/mm2

級超高強度コンクリートを開発した。その基礎的な耐久性能を把握するため，自己収縮低減

の有無を要因として，促進中性化試験，塩化物イオン拡散係数試験，アルカリ骨材反応試験

ならびに凍結融解試験を実施した。その結果，自己収縮低減の有無にかかわらず優れた耐久

性能を示すこと，自己収縮を低減した場合，塩化物イオン拡散係数が小さくなるなどの結果

を得た。 
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1. はじめに 

圧縮強度 100N/mm2 を超える超高強度コンク

リートの実用化は，力学特性が向上するととも

にセメントマトリックスの緻密化によってコン

クリートの耐久性が飛躍的に向上することから，

今後プレストレストコンクリート（以下，PC）

構造を始めとする多様な土木構造物において構

造の合理化と高耐久化に貢献するものと期待さ

れる。 

これまで 100N/mm2 を超える超高強度コンク

リートの力学特性については，高層建物への適

用に際して検討され始めている 1)が，耐久性，特

に塩化物浸透性等についての報告は，極めて少

ないのが現状である。 

一方，高強度コンクリートでは大きな自己収

縮が生じ 2)，PC 構造における有効プレストレス

の低下や初期ひび割れの原因となる可能性があ

り，力学特性のみならず耐久性にも影響を与え

ることが考えられる。 

そこで，著者らは，コンクリート部材の軽量

化や耐久性向上にメリットが大きいと考えられ

る 150 N/mm2 級の超高強度コンクリートの実用

化と PC 構造への適用に当たって，自己収縮を低

減した超高強度コンクリートを開発した 3)。 

ここでは，開発した超高強度コンクリートの

耐久性能を把握するため，特に，自己収縮低減

の有無に着目して，促進中性化試験，塩化物イ

オン拡散係数試験，アルカリ骨材反応試験なら

びに凍結融解試験について実施したので，報告

する。 

 

2. 試験概要 

2.1 使用材料およびコンクリートの配合 

表－1 に本試験に用いたコンクリートの配合

を，表－2 に材齢 91 日における圧縮強度ならび

に自己収縮の試験結果を示す。 

配合 B は自己収縮を低減しない基本配合を示

している。水セメント比を 17%とすることによ

って圧縮強度 200N/mm2 程度を得た。セメントに

は低熱ポルトランドセメントに 10%のシリカフ

ュームを混入したセメントを使用した。 

超高強度コンクリートの自己収縮を低減する

方法として，著者らは，①膨張材，②収縮低減

剤，③人工軽量骨材を使用する方法の有効性を

確認している 3)。自己収縮の低減を図った今回の

配合としては，人工軽量骨材（置換率：粗骨材

容積の 20％）と収縮低減剤（添加率 C×0.5％）

を併用した配合 JLR と収縮低減剤（添加率 C×
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2.0％）を用いた配合 R とした。なお，人工軽量

骨材は，内部の保有水が水和反応に伴う自己乾

燥を補償する効果によって自己収縮の低減を図

るものであり，比較的高い強度と高い吸水率を

併せ持つもの 4)を使用した。 

 表－3 に各試験項目と用いた配合との対比表

を示す。各試験項目に用いた配合は B と JLR を

基本としたが，塩化物イオン拡散係数試験では，

水セメント比を一般に用いられている 55％に設

定した配合 NN を比較用として検討した。 アル

カリ骨材反応試験では，収縮低減剤のみで自己

収縮を低減した配合 R も比較用として検討した。

また，凍結融解試験では，一般に人工軽量骨材

を用いているコンクリートでは凍結融解抵抗性

が劣ることから，配合 JLR のみを対象とした。 

2.2 試験項目および試験方法 

(1) 促進中性化試験 

試験方法は，高耐久性鉄筋コンクリート造設

計施工指針（案）・同解説 5)の「コンクリートの

促進中性化試験方法（案）」に準拠して実施した。 

中性化深さの測定は，所定の材齢で供試体を

割裂して，そのコンクリートの割裂面に 1%フェ

ノールフタレインエタノール溶液を噴霧して調

べる方法によって実施した。 

 試験条件は試験方法に準じて，温度 20±2℃，

相対湿度 60±5％，炭酸ガス濃度 5±0.2％とした。

計測は，促進中性化試験開始後を標準として，

試験方法（案）に示された 1, 4, 8, 13, 26 週の他

に 39, 52 週の材齢を追加して実施した。 

(2) 塩化物イオン拡散係数試験 

 超高強度コンクリートは，塩化物イオンの浸

透に対する抵抗性が大きいと考えられるため，

「JSCE-G571-2003 電気泳動によるコンクリー

ト中の塩化物イオンの実効拡散係数試験方法

（案）」6)によって，実効拡散係数を求めること

とした。供試体数は配合ごとに 3 本とした。ま

た，参考として「JSCE-G572-2003 浸せきによる

コンクリート中の塩化物イオンの見掛けの拡散

係数試験方法（案）」6)も並行して実施した。 

 実効拡散係数の算出方法については，以下の

式(1)，(2)に基づいて算出した。 

t
c

A
VJ Cl

Cl ∆
∆

=             (1) 

ここで，JCl は塩化物イオンの定常状態におけ

る流束(mol/(cm2・年))，V は陽極側の溶液体積(L)，

A は供試体断面積(cm2)，ΔCCl/Δｔは陽極側塩化

表－1 コンクリートの配合 

単位量 (kg/m3) 
記号 W/C 

(%) 
空気量

(%) W C S G JL 
SP 剤 

(C×%) 
RA 剤 

(C×%) 

AE 
減水剤 
(C×%) 

B 17.0 1.5 155 912※1 622 798 － 1.5 － － 
JLR 17.0 1.5 155 912※1 622 638 108 1.5 0.5 － 
R 17.0 1.5 155 912※1 622 798 － 1.5 2.0 － 

NN 55.0 4.5 182 331※2 790 996 － － － 0.25 
C：セメント，S：細骨材，G：粗骨材，JL：人工軽量骨材，RA：収縮低減剤，SP：高性能減水剤 
※1 シリカフュームを混入したセメント  ※2 低熱ポルトランドセメント 

 

表－2 圧縮強度ならびに自己収縮 

試験結果（材齢 91 日） 

配合 圧縮強度 
(N/mm2) 

自己収縮 
(×10-6) 

B 199.0 500 程度 
JLR 160.0 150 程度 
R 176.0 － 

NN 49.7 － 

 

表－3 各試験項目と用いた配合の対比表 

配合 
試験項目 

B JLR R NN
促進中性化 ○ ○ － － 
塩化物イオン拡散係数 ○ ○ － ○ 

元配合 ○ ○ ○ － アルカリ 
骨材反応 アルカリ増量 ○ ○ ○ － 
凍結融解 － ○ － － 
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物イオン濃度の増加割合((mol/L)/年)である。 

( ) 100×
∆−∆

=
cClCl

Cl
e EEFCZ

RTLJ
D  

ここで，Deは実効拡散係数(cm2/年)，R は気体

定数(8.31J/(mol・K))，T は絶対温度測定値(K)，

ZCl は塩化物イオンの電荷(= -1)，F はファラデー

定数(96,500C/mol)，CCl は陰極側の塩化物イオン

濃度測定値(mol/L)，ΔE-ΔEc は供試体表面間の

測定電位(V)，L は供試体厚さ(mm)である。 

また，実効拡散係数と見掛けの拡散係数との

関係は，前記規準案の附属書 6)によれば，次式(3)

で表される。 

eae DkkD ⋅⋅= 21  

ここで，Dae は電気泳動試験による実効拡散係

数から換算した見掛けの拡散係数(cm2/年)，ｋ1

はコンクリート表面におけるコンクリート側，

陰極側溶液側それぞれの塩化物イオン濃度の釣

合いにかかわる係数，ｋ2はセメント水和物中へ

の塩化物イオンの固定化現象にかかわる係数で

ある。なお，k1, k2は，規準案に示されているよ

うに W/C との関係で示されている。しかし，W/C

が小さい領域ではデータがないため，今回の試

験結果の整理においては，外挿することによっ

て求めることとする。 

(3) アルカリ骨材反応試験 

超高強度コンクリートに使用する骨材は，安

山岩を使用しており，「JIS A 1145-2001 骨材のア

ルカリシリカ反応性試験法（化学法）」では，無

害であると確認済であるが，超高強度コンクリ

ートでは単位セメント量が多く，アルカリ総量

がNa2O換算で3.0kg/m3を超える強アルカリのコ

ンクリートとなる。そのため，このような強ア

ルカリのコンクリートのアルカリシリカ反応に

対する抵抗性を調査するためには，現状で最も

確実な方法とされる「JCI-AAR-3-1987 コンクリ

ートのアルカリシリカ反応性判定試験方法(コン

クリート法)（案）」に準拠して試験を実施した。

測定期間は，試験方法（案）では 6 ヶ月までと

なっているが，10 ヶ月まで追加して実施した。 

試験ケースは，1 つの配合に対して，水酸化ナ

トリウムを添加しないでそのままの配合を用い

た場合（アルカリ総量の計算値 4.86kg/m3）と，

その配合に対してアルカリ量の最大値を勘案し

（各材料の最大アルカリ量の組合せ），その差分

を水酸化ナトリウムで補充した場合（アルカリ

総量の計算値 6.90kg/m3）の 2 水準を実施した。 

(4) 凍結融解試験 

超高強度コンクリートの空気量は 1.5%程度で

あること，特に配合 JLR では人工軽量骨材を混

入していることから，凍結融解抵抗性を確認す

ることとした。凍結融解試験は「JIS A 1148-2001 

コンクリートの凍結融解試験方法」に準拠して

実施した。なお，試験ケースは試験機器の都合

から，配合 JLR について，上記試験法の B 法（気

中凍結水中融解試験方法）で実施した。凍結融

解試験は 300 サイクルまで実施し，相対動弾性

係数によって凍結融解抵抗性を評価した。 

 

3. 試験結果 

(1) 促進中性化試験 

 写真－1 に促進中性化試験結果の一例として，

促進中性化開始後 52 週の試験結果を示す。試験

は 52 週まで追加して実施したが，写真で分かる

ように，中性化深さの計測結果は自己収縮低減

対策の有無にかかわらず，いずれも 0 mm の結果

となり，優れた抵抗性を有することが確認でき

た。陣内ら 1)も，W/C=15%とした圧縮強度 150 

N/mm2 級のコンクリートについて促進中性化試

験を実施して同様な結果を報告しており，超高

強度コンクリートの中性化の照査は，一般の使

 

 

(1) B配合      (2) JLR 配合 

写真－1 促進中性化試験結果（促進後 52 週）

(2)

(3)
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用条件では実用上無視できると言える。 

(2) 塩化物イオン拡散係数試験 

図－1に一例として，配合 JLR および NN の供

試体における陽極側の塩化物イオン濃度の経時

変化を示す。水セメント比が 55%である配合 NN

の場合では，通電開始後 6 日で陽極側に塩化物

イオンが検出され始めているが，配合 JLR のケ

ースでは水セメント比が 17％と非常に小さいた

め検出開始まで 15 日程度かかっている。また，

配合 JLR では塩化物イオン濃度も配合 NN の場

合と比べて極めて小さな値となった。定常状態

に達してからはいずれの配合の供試体について

も値のばらつきは少なく，塩化物イオン濃度は

ほぼ直線的に増加している。定常状態に達して

からの直線の傾きについては，直線的に増加し

ていると判断した点から 7 測定点について最小

二乗法を用いて算出した。 

表－4 に各配合の実効拡散係数の平均値を示

す。今回の試験で得られた実効拡散係数は比較

用の NN が 2.76 (cm2/年)であったのに対して，

超高強度コンクリートの JLR では 0.407 (cm2/年)，

B では 0.675 (cm2/年)と極めて小さい値であった。

実効拡散係数を NN との比率で見れば，NN/JLR 

=6.78，NN/B=4.09 となり，超高強度コンクリー

トの場合，通常の水セメント比の低熱ポルトラ

ンドセメントを用いたコンクリートの約 1/7～

1/4の実効拡散係数であることが分かった。また，

収縮低減を図った JLR の実効拡散係数は，B の

約 2/3 と小さくなった。 

水セメント比の小さい高強度コンクリートで

は，骨材粒子が周囲のセメントペーストマトリ

ックスの収縮を拘束することにより微細なひび

割れの領域が存在するが，この領域に水分供給

があった場合には，微細ひび割れが低減すると

いう報告 7)がある。このことを考慮すると，配合

JLR の実効拡散係数が小さくなったのは，軽量

骨材の自己乾燥補償効果による収縮低減によっ

て骨材粒子周りの微細ひび割れ領域が低減され

てマトリックスの緻密性が強化され，軽量骨材

のポーラス性の影響よりも上回ったためと考え

られる。 

今回は試験方法に準拠して試験開始材齢を 28

日目からとしたが，超高強度コンクリートに用

いているセメントは低熱ポルトランドセメント

をベースとしているので，水和反応も進行中で

あり，養生日数を大きくすることによりさらな

る実効拡散係数の減少が考えられる。 

次に，見掛けの拡散係数 Dae について検討する

ため，規準案附属書 6)の参考図の低熱ポルトラン

ドセメントの場合を参照して，ｋ1・ｋ2をグラフ

から外挿することによって求めた。 

表－5には，ｋ1・ｋ2 の外挿曲線を次式(4)とし

て，Daeを算出した結果を示す。 
439.1

21 )/(461.2 CWkk =⋅  

また，並行して実施した浸せき試験結果（試

傾き0.0046
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図－1 塩化物イオン濃度の経時変化 

 

表－4 実効拡散係数の比較 

配合 実効拡散係数 De (cm2/年) 
B 0.675 

JLR 0.407 
N 2.76 

 

(4)
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験 6 ヶ月）から求めた見かけの拡散係数Ｄap も併

せて示す。JLR および B については，6 ヶ月では

表面から 0.5cm しか塩分を検出できず，Ｄap を算

出することができなかった。 

見掛けの拡散係数 Dae としては，超高強度コ

ンクリートは，NN に比べて 1/20～1/37 になって

おり，通常のコンクリートと比較して塩化物イ

オンの拡散に対する抵抗性に優れていることが

確認できた。なお，NN において，Dae とＤap と

比較した場合，Daeの方が若干小さく評価されて

いることが分かる。 

塩化物イオンの拡散に対する抵抗性をより明

確にするため，土木学会コンクリート標準示方

書に準じて，一例としてコンクリートの塩化物

イオン濃度について次式(5)により計算した結果

を図－2 に示す。 


























⋅
−=

tD
cerfCC
d

cld 2
1.010γ  

ここで，Cd は鋼材位置における塩化物イオン

濃度の設計値(kg/m3)，γcl は Cdのばらつきを考慮

した安全係数(一般；1.3，高流動コンクリート；

1.1)，C0 はコンクリート表面における塩化物イオ

ン濃度(cm2/年)，c はかぶり(mm)，t は年数(年)，

Dd は塩化物イオンに対する設計拡散係数(cm2/

年)，erf（X）は誤差関数である。 

計算条件としては，c = 35mm（NN についての

み，c = 200mm も計算），γcl＝1.0，C0 = 2.0（海岸

からの距離 500ｍの場合），Dd＝Dapとした。なお，

B および JLR の Dap は，NN における Dae とＤap

との比率が変わらないものとして算出した。 

鋼材腐食発生限界濃度を土木学会コンクリー

ト標準示方書に準じて 1.2 kg/m3 とした場合，図

から分かるように，NN（c = 35mm）の場合は 5

年程度で限界値に達するのに対し，B および JLR

の超高強度コンクリートの場合は，かぶり 35mm

でも 100 年以上経過しても達しないことが分か

る。また，NN において超高強度コンクリートと

同程度の塩化物イオン濃度に抑えるためには，

かぶりが 200mm 程度必要であることが分かる。 

以上より，超高強度コンクリートは普通コン

クリートに比べて優れた塩化物イオンの拡散に

対する抵抗性を有することが確認できた。 

(3) アルカリ骨材反応試験 

 図－3 にアルカリ骨材反応試験の結果として，

各配合における平均膨張率の結果を示す。いず

れのケースも収縮側であり，かつ膨張側への増

加も 10 ヶ月時点でもほとんど見られない。また，

総アルカリ量の違いによる差も見られないこと

から，アルカリ骨材反応は特に問題のないこと

が分かる。試験方法によると 6 ヶ月後に 0.1％未

満であれば，「反応性なし」と判断されるため，

十分な安全性を有していると言える。 

(4) 凍結融解試験 

 図－4 に配合 JLR の相対動弾性係数の履歴を

示す。気中凍結水中融解の条件ではあるが，凍
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図－2 塩化物イオン濃度の推定 
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図－3 アルカリ骨材反応試験の結果 

 

表－5 見かけの拡散係数 Daeおよび Dap 

ｹｰｽ W/C De 
k1・k2 

設定値 
Dae = 
k1k2・De

Dap 

B 0.17 0.675 0.192 0.130 － 
JLR 0.17 0.407 0.192 0.078 － 
NN 0.55 2.760 1.041 2.874 3.40

 

(5)
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結融解 300 サイクルまで相対動弾性係数の低下

はほとんど見られなかった。文献 8）では，高強

度コンクリートの凍結融解抵抗性について整理

し，W/C が 26～27％の場合，AE コンクリート

でなくても十分な凍結融解抵抗性が得られる限

界点と報告している。今回の超高強度コンクリ

ートは W/C が 17％であり，マトリックスがさら

に緻密化されているため，人工軽量骨材を混入

した場合でも，高い凍結融解抵抗性を示したも

のと考えられる。 

 

4. まとめ 

自己収縮を低減した 150 N/mm2 級超高強度コ

ンクリートの耐久性能について促進中性化，塩

化物イオン拡散係数，アルカリ骨材反応および

凍結融解の面から，各種試験を実施して検討し

た。以下に検討結果の概要をまとめる。 

1) 中性化促進試験の結果から，自己収縮低減の

有無にかかわらず，52 週後も中性化の進行

は認められず，超高強度コンクリートは中性

化に対して優れた抵抗性を有する。 

2) 電気泳動法試験によって塩化物イオンの実

効拡散係数を求めたが，超高強度コンクリー

トは普通コンクリート（低熱ポルトランドセ

メント，W/C=55%）の約 1/4～1/7 程度の値

となり，自己収縮を低減した場合の拡散係数

がより小さかった。これを見かけの拡散係数

として評価した場合には，普通コンクリート

の 1/20～1/37 に相当し，海岸からの距離 500

ｍ，かぶり 35mm で試算すると，100 年以上

経過しても鋼材腐食発生限界濃度に達しな

い塩化物イオンの侵入抵抗性を有する。 

3) アルカリ総量の多い超高強度コンクリート

のアルカリ骨材反応試験をコンクリート法

に準拠して，無調整のアルカリ量と規定され

た最大のアルカリ量を仮定した場合につい

てそれぞれ試験を実施したが，いずれも有意

な膨張性状は認められず，特に問題はない。 

4) 凍結融解試験 B 法に準拠して凍結融解に対

する抵抗性を試験したが，人工軽量骨材を使

用した配合においても，300 サイクルまで劣

化は見られず，凍結融解抵抗性を有するもの

と考えられる。 
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